
第１号議案 

 

 

知事からの意見聴取に対する回答の承認について 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29 条の規定により知事から意見を求められ

た平成23年５月定例府議会提出に係る次の議案について、異議がない旨を回答したことを承

認する。 

 

 

平成23年４月15日 

 

 

大阪府教育委員会       

 
 
（条 例 案） 

平成二十三年東北地方太平洋沖地震に係る災害応急対策等に従事する職員の旅費の特例

に関する条例制定の件 
 
 

〔根拠規定〕 

 ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分そ

の他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成す

る場合においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

  

○大阪府教育委員会事務決裁規則 

第三条 委員会が会議の議決により決裁する事項は、次のとおりとする。 

六 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第二十九条に規定する意見の申出に関 

すること。 

 

第五条 第三条各号に規定する事項について緊急やむを得ないときは、教育長がその事項

を代決することができる。 

 

第七条 教育長、教育監、教育次長、室長又は課長が専決した事項中必要と認められるも

のは、速やかに委員会の会議において報告しなければならない。 

２ 第五条の規定により教育長が代決したときは、速やかに委員会の会議において報告

し、その承認を受けるものとする。 
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平成二十三年東北地方太平洋沖地震に関する災害応急対策等のため出張した職員の旅費の特例に関する条例の制定（概要） 
総務部人事室企画厚生課 

 
■制定の理由 

 ・平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震により、府として岩手県を中心に職員派遣等の人的支援を行っているところ。 
 ・災害応急対策又は災害復旧のため他の地方公共団体から派遣された職員に対しては、派遣を受けた地方公共団体が給与として災害派遣手当を支給す

るところ。 
  ※派遣先団体が災害派遣手当を支給するためには、派遣先団体と本府との間で地方自治法第 252 条の 17 に基づく派遣協定の締結、派遣先団体から当

該職員に対して併任発令を行う必要がある。 
 ・東北地方太平洋沖地震による被害は甚大であり、派遣先団体において、派遣協定の締結、併任発令及び災害派遣手当の支給を行うことは困難。 
  また、災害派遣手当の性格は、日額旅費的なものと観念されているが、本府の職員の旅費に関する条例（昭和 40 年大阪府条例第 37 号。以下「旅費

条例」という。）では、日額旅費又はこれに相当する日当等は支給できない。 
  そこで、今般の大規模災害に限り、本府において、災害応急対策等のため出張した職員に対し、災害派遣手当に相当する災害対策旅費を支給する。 
 ・地方自治法第 204 条第３項により、常勤職員等の給料、手当及び旅費の額並びにその支給法方は条例で定めなければならないとされている。 
  また、今般の大規模災害に限り時限的措置として定めることから、旅費条例の一部を改正するのではなく、特例条例を制定する。 
 
■制定の要点 

 ・職員が東北地方太平洋沖地震に関する災害応急対策等のため、岩手県、宮城県、福島県等に出張したときは、災害対策旅費として１日につき 3,970
円（災害派遣手当と同額）を支給する。（第３条） 

  ※国の旅費法の場合、日額 4,400 円。（日当＋宿泊料中の食費相当（３～６級の場合）） 
 ・同一地域内（同一市町村内）における出張については、原則、鉄道賃、船賃及び車賃は支給しない。（第３条） 
  （ただし、一定距離以上の旅行の場合等には支給する。） 
 ・災害対策旅費の支給方法は旅費条例の定めるところによる。（第４条） 
 ・出張先団体から災害派遣手当を支給される職員には、災害対策旅費は支給しない。（第５条） 
 ・この条例の施行に関し必要な事項は人事委員会が定める。（第６条） 
 
■施行期日等 
 ・平成 23 年３月 11 日から適用。（東北太平洋沖地震の発生日以降に行った出張について適用。） 
 ・この条例は平成 24 年３月 31 日限り廃止する。 
 
■政策アセスメント・制度間調整  政策アセス：各任命権者及び人事委員会と調整中 
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出
張
す
る
職
員
の
旅
費
の
特
例
に
関
す
る
条
例 

（
趣
旨
） 

第
一
条 
こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
係
る
災
害
応
急
対
策
、

災
害
復
旧
そ
の
他
こ
れ
ら
に
関
連
す
る
業
務
（
以
下
「
災
害
応
急
対
策
等
」
と
い
う
。
）

の
た
め
に
出
張
す
る
職
員
の
旅
費
に
関
し
、
職
員
の
旅
費
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
四
十
年

大
阪
府
条
例
第
三
十
七
号
。
以
下
「
旅
費
条
例
」
と
い
う
。
）
の
特
例
を
定
め
る
も
の
と

す
る
。 

（
定
義
） 

第
二
条 

こ
の
条
例
の
用
語
の
意
義
は
、
旅
費
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

（
災
害
対
策
旅
費
） 

第
三
条 

職
員
が
、
災
害
応
急
対
策
等
の
た
め
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
そ
の
他
任
命
権

者
が
人
事
委
員
会
と
協
議
し
て
別
に
定
め
る
地
域
（
以
下
「
被
災
地
域
」
と
い
う
。
）
に

出
張
し
た
場
合
（
被
災
地
域
に
滞
在
す
る
場
合
に
限
る
。
）
は
、
旅
費
条
例
に
定
め
る
も

の
の
ほ
か
、
災
害
対
策
旅
費
と
し
て
一
日
に
つ
き
三
千
九
百
七
十
円
を
支
給
す
る
。 

（
同
一
地
域
内
の
旅
行
の
旅
費
） 

第
四
条 

被
災
地
域
内
の
旅
費
条
例
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
同
一
地
域
内
に
お
け
る
旅
行

に
つ
い
て
は
、
鉄
道
賃
、
船
賃
及
び
車
賃
は
、
支
給
し
な
い
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
の
旅
費
を
支
給
す
る
。 

一 

同
一
地
域
に
お
い
て
、
鉄
道
百
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
水
路
五
十
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
又
は
陸

路
二
十
五
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
上
の
旅
行
の
場
合 

旅
費
条
例
第
十
三
条
、
第
十
四
条
又

は
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
額
の
鉄
道
賃
、
船
賃
又
は
車
賃 

 

二 

前
号
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
公
務
上
の
必
要
そ
の
他
や
む
を
得
な

い
事
情
に
よ
り
特
に
多
額
の
鉄
道
賃
、
船
賃
又
は
車
賃
を
要
す
る
場
合
で
、
そ
の
実
費

額
が
千
百
円
を
超
え
る
場
合 

そ
の
超
え
る
部
分
の
金
額
に
相
当
す
る
額
の
鉄
道
賃
、

船
賃
又
は
車
賃 

 

２ 

鉄
道
、
水
路
又
は
陸
路
に
わ
た
る
旅
行
に
つ
い
て
は
、
鉄
道
四
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
水
路
二

キ
ロ
メ
ー
ト
ル
を
も
っ
て
そ
れ
ぞ
れ
陸
路
一
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
と
み
な
し
て
、
前
項
第
一
号

の
規
定
を
適
用
す
る
。 

（
災
害
対
策
旅
費
の
支
給
の
制
限
） 

第
五
条 

第
三
条
の
災
害
対
策
旅
費
は
、
被
災
地
域
に
係
る
地
方
公
共
団
体
か
ら
、
災
害
対
策

基
本
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
二
百
八
十
八
号
）
第
十
九
条
に
規
定
す
る
災
害

派
遣
手
当
を
支
給
さ
れ
る
職
員
に
は
、
支
給
し
な
い
。 

（
委
任
） 

第
六
条 

こ
の
条
例
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
人
事
委
員
会
が
定
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

（
施
行
期
日
等
） 

１ 

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
か
ら
適
用
す
る
。 

（
こ
の
条
例
の
失
効
） 



２ 

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
一
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。 


